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1. 平成29年3月期第1四半期の連結業績（平成28年4月1日～平成28年6月30日）

(2) 連結財政状態

 

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期第1四半期 297,320 △10.5 16,064 △10.3 15,399 △23.2 12,095 △22.1
28年3月期第1四半期 332,205 14.8 17,913 ― 20,062 ― 15,535 ―

（注）包括利益 29年3月期第1四半期 △2,400百万円 （―％） 28年3月期第1四半期 8,413百万円 （△15.1％）

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後
1株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

29年3月期第1四半期 10.35 ―
28年3月期第1四半期 13.28 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

29年3月期第1四半期 1,545,800 494,023 31.8
28年3月期 1,660,821 521,277 31.2
（参考）自己資本 29年3月期第1四半期 491,677百万円 28年3月期 517,875百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年3月期 ― 5.00 ― 11.00 16.00
29年3月期 ―
29年3月期（予想） 8.00 ― 8.00 16.00

3. 平成29年 3月期の連結業績予想（平成28年 4月 1日～平成29年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 690,000 △5.1 35,000 △21.1 35,000 △20.9 24,000 △24.0 20.68
通期 1,540,000 △0.4 100,000 △14.9 100,000 △15.0 70,000 △9.1 60.72

大成ロゴ



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
（注）詳細は、【添付資料】３ページ「２．サマリー情報(注記事項)に関する事項(１)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）詳細は、【添付資料】３ページ「２．サマリー情報(注記事項)に関する事項(２)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく

四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
当社は、平成28年5月13日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得

に係る事項について決議しました。これにより、平成29年3月期の連結業績予想における「１株当たり当期純利益」については、当該自己株式の取得の影響を考
慮して記載しております。 
 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
 業績予想の前提となる条件等については、【添付資料】２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報(３)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」
をご覧ください。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期1Q 1,171,268,860 株 28年3月期 1,171,268,860 株
② 期末自己株式数 29年3月期1Q 15,211,420 株 28年3月期 1,370,964 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年3月期1Q 1,168,398,270 株 28年3月期1Q 1,169,945,664 株



（単位：億円、億円未満は四捨五入（一部端数調整））

受注高 4,393 3,665 △ 728 8,512 8,200 △312 16,711 16,400 △311

土木事業 1,146 1,062 △84 2,275 2,030 △245 4,445 4,000 △445

建築事業 3,006 2,319 △687 5,679 5,600 △79 11,019 11,100 81

開発事業 213 260 47 502 530 28 1,122 1,200 78

その他 28 24 △4 56 40 △16 125 100 △25

売上高 3,322 2,973 △349 7,271 6,900 △ 371 15,459 15,400 △59

土木事業 937 719 △218 1,960 1,990 30 4,339 4,200 △139

建築事業 2,079 1,976 △103 4,670 4,370 △300 9,782 10,000 218

開発事業 278 254 △24 585 500 △85 1,213 1,100 △113

その他 28 24 △4 56 40 △16 125 100 △25

％ 10.6 11.9 1.3 11.2 11.0 △0.2 12.8 11.9 △0.9

売上総利益 352 355 3 815 760 △55 1,976 1,840 △136

％ 11.6 9.5 △2.1 11.8 11.1 △0.7 15.9 13.1 △2.8

土木事業 109 68 △41 231 220 △11 690 550 △140

％ 8.7 11.6 2.9 9.7 10.0 0.3 10.6 10.5 △0.1

建築事業 181 229 48 453 435 △18 1,039 1,050 11

％ 20.7 20.7 ― 20.8 19.0 △1.8 19.0 20.9 1.9

開発事業 57 53 △4 122 95 △27 231 230 △1

％ 16.4 19.8 3.4 16.3 25.0 8.7 13.0 10.0 △3.0

その他 5 5 0 9 10 1 16 10 △6

％ △5.2 △6.5 △1.3 △5.1 △5.9 △0.8 △5.2 △5.4 △0.2

販管費 △173 △194 △21 △371 △410 △39 △801 △840 △39

％ 5.4 5.4 ― 6.1 5.1 △1.0 7.6 6.5 △1.1

営業利益 179 161 △18 444 350 △94 1,175 1,000 △175

営業外損益 22 △7 △29 △1 ― 1 2 ― △2

（金融収支） 7 11 4 5 1 △4 9 △1 △10

％ 6.0 5.2 △0.8 6.1 5.1 △1.0 7.6 6.5 △1.1

経常利益 201 154 △47 443 350 △93 1,177 1,000 △177

特別損益 37 18 △19 37 20 △17 1 20 19

％ 7.2 5.8 △1.4 6.6 5.4 △1.2 7.6 6.6 △1.0

238 172 △66 480 370 △110 1,178 1,020 △158

法人税等 △83 △52 31 △165 △130 35 △410 △320 90

％ 4.7 4.0 △0.7 4.3 3.5 △0.8 5.0 4.5 △0.5

当期純利益 155 120 △35 315 240 △75 768 700 △68

0 1 1 1 ― △1 2 ― △2

％ 4.7 4.1 △0.6 4.3 3.5 △0.8 5.0 4.5 △0.5

155 121 △34 316 240 △76 770 700 △70

H28.4.1～H28.9.30

非支配株主に帰属する
当期純損益

前期
H27.4.1～

親会社株主に帰属する
当期純利益

実績

税金等調整前
当期純利益

対前期

H27.9.30

前期

H28.4.1～H28.6.30

実績

平成29年３月期連結業績予想の概要

予想

第１四半期累計期間 第２四半期累計期間

当　期 当　期

対前期

H28.3.31

実績

通 期

実績
対前期

H27.4.1～
H28.4.1～H29.3.31

予想

当　期

H27.6.30

H27.4.1～

前期



（単位：億円、億円未満は四捨五入（一部端数調整））

H27.4.1～ H27.4.1～ H27.4.1～

対前期

3,674 2,945 △729 6,977 6,500 △477 13,518 13,200 △318

846 761 △85 1,660 1,400 △260 3,239 2,950 △289

749 806 57 1,438 1,200 △238 2,854 2,650 △204

97 △45 △142 222 200 △22 385 300 △85

2,788 2,141 △647 5,238 5,000 △238 10,070 10,000 △70

2,782 2,146 △636 5,234 4,800 △434 10,049 9,600 △449

6 △5 △11 4 200 196 21 400 379

3,634 2,902 △732 6,898 6,400 △498 13,309 12,950 △359

13 20 7 26 62 36 89 160 71

27 23 △4 53 38 △15 120 90 △30

2,726 2,355 △371 5,873 5,500 △373 12,219 12,200 △19

710 529 △181 1,465 1,510 45 3,133 3,100 △33

661 520 △141 1,370 1,430 60 2,931 2,900 △31

49 9 △40 95 80 △15 202 200 △2

1,916 1,783 △133 4,249 3,920 △329 8,796 8,900 104

1,875 1,768 △107 4,179 3,880 △299 8,705 8,700 △5

41 15 △26 70 40 △30 91 200 109

2,626 2,312 △314 5,714 5,430 △284 11,929 12,000 71

73 20 △53 106 32 △74 170 110 △60

27 23 △4 53 38 △15 120 90 △30

9.9 11.1 1.2 10.3 10.2 △0.1 12.0 11.3 △0.7

270 260 △10 604 560 △44 1,467 1,380 △87

％ 11.5 8.6 △2.9 11.7 10.7 △1.0 16.3 12.7 △3.6

82 45 △37 171 161 △10 511 395 △116

％ 8.6 11.5 2.9 9.5 9.8 0.3 10.5 10.4 △0.1

165 206 41 403 386 △17 920 925 5

％ 9.4 10.9 1.5 10.0 10.1 0.1 12.0 11.0 △1.0

247 251 4 574 547 △27 1,431 1,320 △111

％ 26.4 29.8 3.4 22.9 25.0 2.1 13.9 45.5 31.6

19 6 △13 24 8 △16 24 50 26

％ 12.7 15.5 2.8 11.7 13.2 1.5 10.0 11.1 1.1

4 3 △1 6 5 △1 12 10 △2

％ △4.0 △5.6 △1.6 △4.1 △5.1 △1.0 △4.3 △4.6 △0.3

△108 △131 △23 △241 △280 △39 △522 △560 △38

5.9 5.5 △0.4 6.2 5.1 △1.1 7.7 6.7 △1.0

162 129 △33 363 280 △83 945 820 △125

17 △9 △26 6 60 54 △27 50 77

10 14 4 21 69 48 28 69 41

6.6 5.1 △1.5 6.3 6.2 △0.1 7.5 7.1 △0.4

179 120 △59 369 340 △29 918 870 △48

36 21 △15 30 20 △10 △1 10 11

7.9 6.0 △1.9 6.8 6.5 △0.3 7.5 7.2 △0.3

215 141 △74 399 360 △39 917 880 △37

△75 △40 35 △131 △110 21 △325 △250 75

5.2 4.3 △0.9 4.6 4.5 △0.1 4.8 5.2 0.4

140 101 △39 268 250 △18 592 630 38

H28.4.1～H28.6.30

当　期

第１四半期累計期間

平成29年３月期個別業績予想の概要

第２四半期累計期間 通 期

前期 当　期 前期 当　期

H28.4.1～H28.9.30 H28.4.1～H29.3.31
H27.9.30 H28.3.31

実績 予想 実績
対前期

 受注高

 土木事業

 国内

 海外

実績 予想
対前期

 建築事業

 国内

 海外

計

 開発事業

 その他

 売上高

 土木事業

 国内

 海外

 建築事業

 国内

 海外

計

 開発事業

 その他

％

 売上総利益

 土木事業

 建築事業

計

 開発事業

 その他

％

税引前当期純利益

 販管費

％

 営業利益

 営業外損益

 （金融収支）

 法人税等

％

当 期 純 利 益

前期

H27.6.30

実績

％

 経常利益

 特別損益
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明

日本経済は、個人消費や企業設備投資は底堅く推移しているものの、新興国経済の減速等から

輸出・生産面に弱さが見られることに加え、更なる円高や輸出の減少等を通じた企業収益の悪化

が懸念されるなど、先行き不透明な状況が続いています。 

国内建設市場につきましては、公共機関からの発注が増加に転じ、民間工事においても製造業・

非製造業ともに旺盛な投資が見られたことから全体では堅調さを維持しました。 

こうした状況のもと、当社グループの第１四半期の経営成績につきましては、売上高は、全て

のセグメントにおいて減少したことにより、前年同期比 10.5％減の 2,973 億円となり、通期業績

予想に対する進捗率は 19.3％となりました。 

利益につきましては、売上総利益は概ね前年同期（352 億円）並みの 354 億円（進捗率 19.3％）

となったものの、販売費及び一般管理費が前年同期比 12.0％増の 193 億円（進捗率 23.1％）とな

ったことから、営業利益は同 10.3％減の 160 億円（進捗率 16.1％）となりました。また、営業利

益の減少に加え為替差損益の悪化により経常利益は同 23.2％減の 153 億円（進捗率 15.4％）とな

りました。親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期に退職給付信託資産返還に伴う利益を

計上したことの反動等に伴い特別損益が悪化したものの、法人税等の減少により同 22.1％減の 120

億円（進捗率 17.3％）となりました。

（２）財政状態に関する説明

資産合計は、回収に伴う完成工事未収入金の減少等により前連結会計年度末比 6.9％・1,150 億

円減少し、1兆 5,458 億円となりました。 

負債合計は、支払に伴う工事未払金の減少等により前連結会計年度末比 7.7％・877 億円減少し、

1 兆 517 億円となりました。なお、資金調達に係る有利子負債残高は、前連結会計年度末並みの

2,546 億円となりました。 

純資産は、株式相場下落によるその他有価証券評価差額金の減少及び自己株式の取得等により

前連結会計年度末比 5.2％・272 億円減少し、4,940 億円となりました。また、自己資本比率は、

同 0.6 ポイント増の 31.8％となりました。 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、現時点で見直した結果、平成 28 年５月 13 日に公表した業績予想

からの変更はありません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
 

（税金費用の計算） 

税金費用に関しては、主として当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。 

ただし、税引前四半期純損失となった場合等には、法定実効税率を乗じて計算しております。 
 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
 

（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」 (企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年

３月 28 日。以下「回収可能性適用指針」という。)を当第１四半期連結会計期間から適用し、繰

延税金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の一部を見直しております。 

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第 49 項(4)に定める経過的な取扱

いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第 49 項(3)

①から③に該当する定めを適用した場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年

度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、当第１四半期連結会計期間の期首の利益

剰余金に加算しております。 

この結果、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

（減価償却方法の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」 (実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日)を当第１四半期連結会計期間に適用し、平

成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額

法に変更しております。 

この結果、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当社は、平成28年５月13日に開催された取締役会において、会社法第165条第３項の規定により

読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議いた

しました。これを受け、東京証券取引所における市場買付の方法により平成28年５月16日から平成

28年６月30日までに普通株式13,834,000株、11,096百万円の取得を行いました。

　

（セグメント情報等）

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注)１

合計
調整額
（注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)３土木 建築 開発 計

売上高

外部顧客への売上高 93,705 207,843 27,840 329,389 2,815 332,205 － 332,205

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,708 8,896 1,051 13,656 515 14,172 △14,172 －

計 97,413 216,740 28,892 343,046 3,331 346,378 △14,172 332,205

セグメント利益 6,873 7,760 2,763 17,396 289 17,686 227 17,913

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託研究・技術提供・環境測定

等建設業に付帯関連する事業、レジャー関連事業、その他サービス業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額227百万円は、セグメント間取引消去等によるものであります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注)１

合計
調整額
（注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)３土木 建築 開発 計

売上高

外部顧客への売上高 71,851 197,643 25,369 294,864 2,455 297,320 － 297,320

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,596 7,403 1,280 12,279 562 12,842 △12,842 －

計 75,448 205,046 26,650 307,144 3,017 310,162 △12,842 297,320

セグメント利益 2,006 11,259 2,410 15,676 308 15,985 79 16,064

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託研究・技術提供・環境測定

等建設業に付帯関連する事業、レジャー関連事業、その他サービス業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額79百万円は、セグメント間取引消去等によるものであります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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５．補足情報 

（１）［個別］受注高･売上高･繰越高 

① 受　注　高 (単位:百万円)

国 内 官 公 庁 48,184 ( 13.1 %) 50,132 ( 17.0 %) 1,947 4.0 162,873 ( 12.0 %)

国 内 民 間 26,749 ( 7.3  ) 30,440 ( 10.3  ) 3,691 13.8 122,485 ( 9.1  )

海 外 9,669 ( 2.6  ) △ 4,440 ( △ 1.5  ) △ 14,109 △ 145.9 38,522 ( 2.8  )

計 84,602 ( 23.0  ) 76,132 ( 25.8  ) △ 8,470 △ 10.0 323,881 ( 23.9  )

国 内 官 公 庁 17,465 ( 4.8  ) 41,792 ( 14.2  ) 24,326 139.3 143,084 ( 10.6  )

国 内 民 間 260,683 ( 70.9  ) 172,832 ( 58.7  ) △ 87,851 △ 33.7 861,818 ( 63.7  )

海 外 673 ( 0.2  ) △ 519 ( △ 0.2  ) △ 1,192 △ 177.1 2,071 ( 0.2  )

計 278,822 ( 75.9  ) 214,105 ( 72.7  ) △ 64,716 △ 23.2 1,006,974 ( 74.5  )

国 内 官 公 庁 65,649 ( 17.9  ) 91,924 ( 31.2  ) 26,274 40.0 305,957 ( 22.6  )

国 内 民 間 287,432 ( 78.2  ) 203,273 ( 69.0  ) △ 84,159 △ 29.3 984,304 ( 72.8  )

海 外 10,342 ( 2.8  ) △ 4,960 ( △ 1.7  ) △ 15,302 △ 148.0 40,594 ( 3.0  )

計 363,424 ( 98.9  ) 290,237 ( 98.5  ) △ 73,187 △ 20.1 1,330,856 ( 98.4  )

1,279 ( 0.4  ) 1,975 ( 0.7  ) 696 54.4 8,894 ( 0.7  )

2,662 ( 0.7  ) 2,317 ( 0.8  ) △ 345 △ 13.0 12,059 ( 0.9  )

367,366 ( 100.0  ) 294,530 ( 100.0  ) △ 72,836 △ 19.8 1,351,810 ( 100.0  )

（注）（　）内のパーセント表示は、構成比率を示しております。

建

築

事

業

合

計

開 発 事 業

区　　分

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間

比較増減(△)

土

木

事

業

前事業年度

自平成27年４月１日 自平成28年４月１日 増減率 自平成27年４月１日

至平成27年６月30日 至平成28年６月30日 （△）％ 至平成28年３月31日

そ の 他

合 計

② 売　上　高 (単位:百万円)

国 内 官 公 庁 48,172 ( 17.7 %) 39,217 ( 16.7 %) △ 8,955 △ 18.6 207,798 ( 17.0 %)

国 内 民 間 17,948 ( 6.5  ) 12,780 ( 5.4  ) △ 5,168 △ 28.8 85,323 ( 7.0  )

海 外 4,867 ( 1.8  ) 842 ( 0.4  ) △ 4,025 △ 82.7 20,202 ( 1.6  )

計 70,988 ( 26.0  ) 52,839 ( 22.5  ) △ 18,149 △ 25.6 313,325 ( 25.6  )

国 内 官 公 庁 22,663 ( 8.3  ) 21,257 ( 9.0  ) △ 1,405 △ 6.2 118,363 ( 9.7  )

国 内 民 間 164,880 ( 60.5  ) 155,527 ( 66.1  ) △ 9,352 △ 5.7 752,155 ( 61.5  )

海 外 4,109 ( 1.5  ) 1,542 ( 0.6  ) △ 2,566 △ 62.5 9,031 ( 0.8  )

計 191,653 ( 70.3  ) 178,327 ( 75.7  ) △ 13,325 △ 7.0 879,551 ( 72.0  )

国 内 官 公 庁 70,835 ( 26.0  ) 60,475 ( 25.7  ) △ 10,360 △ 14.6 326,162 ( 26.7  )

国 内 民 間 182,828 ( 67.0  ) 168,307 ( 71.5  ) △ 14,520 △ 7.9 837,479 ( 68.5  )

海 外 8,977 ( 3.3  ) 2,384 ( 1.0  ) △ 6,592 △ 73.4 29,234 ( 2.4  )

計 262,641 ( 96.3  ) 231,167 ( 98.2  ) △ 31,474 △ 12.0 1,192,876 ( 97.6  )

7,292 ( 2.7  ) 1,994 ( 0.8  ) △ 5,298 △ 72.7 16,996 ( 1.4  )

2,662 ( 1.0  ) 2,317 ( 1.0  ) △ 345 △ 13.0 12,059 ( 1.0  )

272,597 ( 100.0  ) 235,479 ( 100.0  ) △ 37,117 △ 13.6 1,221,932 ( 100.0  )

（注）（　）内のパーセント表示は、構成比率を示しております。

至平成28年６月30日 （△）％ 至平成28年３月31日

区　　分

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間

比較増減(△)

前事業年度

自平成27年４月１日 自平成28年４月１日 増減率 自平成27年４月１日

至平成27年６月30日

土

木

事

業

建

築

事

業

合

計

開 発 事 業

そ の 他

合 計
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③　繰　越　高 (単位:百万円)

国 内 官 公 庁 352,979 ( 18.2 %) 318,957 ( 15.8 %) △ 34,022 △ 9.6 308,042 ( 15.7 %)

国 内 民 間 188,513 ( 9.8  ) 234,535 ( 11.6  ) 46,022 24.4 216,874 ( 11.0  )

海 外 71,566 ( 3.7  ) 79,802 ( 3.9  ) 8,235 11.5 85,085 ( 4.3  )

計 613,059 ( 31.7  ) 633,295 ( 31.3  ) 20,235 3.3 610,002 ( 31.0  )

国 内 官 公 庁 248,076 ( 12.9  ) 298,529 ( 14.7  ) 50,453 20.3 277,995 ( 14.1  )

国 内 民 間 1,055,347 ( 54.6  ) 1,086,511 ( 53.6  ) 31,164 3.0 1,069,206 ( 54.4  )

海 外 13,229 ( 0.7  ) 7,644 ( 0.4  ) △ 5,585 △ 42.2 9,705 ( 0.5  )

計 1,316,653 ( 68.2  ) 1,392,685 ( 68.7  ) 76,031 5.8 1,356,907 ( 69.0  )

国 内 官 公 庁 601,056 ( 31.1  ) 617,487 ( 30.5  ) 16,430 2.7 586,038 ( 29.8  )

国 内 民 間 1,243,860 ( 64.4  ) 1,321,046 ( 65.2  ) 77,186 6.2 1,286,081 ( 65.4  )

海 外 84,796 ( 4.4  ) 87,446 ( 4.3  ) 2,649 3.1 94,791 ( 4.8  )

計 1,929,713 ( 99.9  ) 2,025,980 ( 100.0  ) 96,267 5.0 1,966,910 ( 100.0  )

2,386 ( 0.1  ) 278 ( 0.0  ) △ 2,107 △ 88.3 297 ( 0.0  )

       ― (    ―  )        ― (    ―  )      ―     ―        ― (    ―  )

1,932,100 ( 100.0  ) 2,026,259 ( 100.0  ) 94,159 4.9 1,967,208 ( 100.0  )

（注）（　）内のパーセント表示は、構成比率を示しております。

区　　分 前第１四半期会計期間末 当第１四半期会計期間末

 （△）％

合

計

開 発 事 業

そ の 他

増減率

合 計

前事業年度末

土

木

事

業

（平成28年３月31日）

建

築

事

業

比較増減(△)
（平成28年６月30日）（平成27年６月30日）
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